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研究要旨 

【背景】長年、医師数の地域偏在は解消されておらず、近年は様々な医師偏在対策が実施されている。
その一方で、2 施設以上で勤務する兼業医師が増加しており、兼業医師が医師少数区域の医療を支えて
いる実態がある。そこで、多拠点で勤務する兼業医師の実態を明らかにし、医師少数区域での医療提供
体制のあり方を検討することを目的に検証を行う。 
【方法】2004年から 2021 年の株式会社日本アルトマークのデータを用いて複数施設で勤務する医師
（兼業医師）の都道府県別、二次医療圏別の割合および医師少数区域で勤務する兼業医師の年代、診療
科、出身大学を検証した。 
【結果】東日本では兼業医師の占める割合が高く、西日本では低い傾向がみられた。また、都道府県内
の二次医療圏でも大きなばらつきが確認された。医師少数区域で兼務する医師は、30 代から 60代まで
幅広く、診療科別では内科や外科、整形外科が多かった。出身大学では、自治医科大学、岩手医科大
学、独協医科大学、東北大学が多かった。 
【結論】 兼業医師割合は、西低東高の傾向にあり、東北地方や関東地方等を中心として医師が不足し
ている地域で、兼業医師割合が高い。医師少数区域で勤務する兼業医師の年代に偏りはなく、どの年代
でも医師少数区域で働く可能性がある。医師少数区域で働く医師に対する個人的・専門的サポートの体
制の強化が求められる。 
 

 
Ａ. 研究目的 
多拠点で勤務する兼業医師の実態を明らかにし、
医師少数区域での医療提供体制のあり方を検討す
ること。 
 
Ｂ．研究方法 
  京都大学大学院医学研究科医療経済学分野（以
下、当分野）がデータ提供を受けている株式会社
日本アルトマークの MDB の医師データ（個票デ
ータ）および医療機関データ（以下、アルトマー
クデータ）を用いた。2004 年から 2021 年までの
データを対象とした。2施設以上で勤務する医師
を兼業医師とし、医師の地域別およびその特徴を

分析した。 
 
（倫理面への配慮） 
  京都大学医の倫理委員会の承認を受け、またヘ
ルシンキ宣言に則った研究を実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
兼業医師の占める割合を都道府県別（図１）、

二次医療圏別に確認した。東日本では兼業医師の
占める割合が高く、西日本では低い傾向がみられ
た。また、都道府県内の二次医療圏でも大きなば
らつきが確認された。 
 



次に、厚生労働省から公表されている二次医療
圏の医師少数区域において、兼業医師として勤務
する医師の年齢分布と診療科を確認した（図３、
図４）。30 代から 60 代まで幅広く、診療科別で
は内科や外科、整形外科が多かった。 

 
図１ 兼業医師の占める割合（都道府県） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 兼業医師の占める割合（二次医療圏） 

 
図３ 医師少数区域で兼務する年代別医師数 

 
 
図４ 医師少数区域で兼務する診療科別医師数 

 

 



 最後に、医師少数区域で兼務する医師の出身校
について分析した（図５）。自治医科大学が最も
多く、次いで岩手医科大学、独協医科大学、東北
大学が多かった。 
 
図５ 医師少数区域で兼務する出身校別医師数 

 
 
Ｄ．考察 
兼業医師は増加傾向にあり、兼業医師を支援す

る仕組みを構築することで、医師少数区域の医師
確保に寄与する現実的な施策になると考えられ
る。医師多数地域と医師少数区域の兼業を推進す
る施策がとくに重要である。 
医師少数区域で兼業する医師は、年代別に偏り

はみられず、どの年齢でも医師少数区域で兼業す
る可能性がある。年齢や経験年数に絞った対策だ
けでなく、広く機会が与えられる設計が望ましい
かもしれない。 
個人的・専門的なサポートの体制をより整備

し、資源の少ない地域での診療サポートや専門性
を獲得するための教育・支援が必要である。 
今後、医師少数区域で兼業する医師について、

時系列などの観点から分析し、その特徴やキャリ
アパスなどを明らかにしていく。 
 
Ｅ．結論 
 兼業医師割合は、西低東高の傾向にあり、東北
地方や関東地方等を中心として医師が不足してい
る地域で、兼業医師割合が高い。医師少数区域で
勤務する兼業医師の年代に偏りはなく、どの年代

でも医師少数区域で働く可能性がある。医師少数
区域で働く医師に対する個人的・専門的サポート
の体制の強化が求められる。 
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